（別紙）
事業者情報提供フォーマット
貴社が国内で予定している洋上風力発電プロジェクトの情報に関し、当該プロジェクトごとに、以下フォーマットに記載いただくようお願いします。
１．連絡先

	情報提供日
	

	事業者名
	

	担当者名（役職）
	

	メールアドレス
	

	電話番号
	


※記載内容について確認が必要な場合に、上記のメールアドレス・電話番号に連絡をさせていただくことになりますので、本記載内容について回答対応が可能な連絡先を記入いただくようお願いします。
２．基礎情報
	１
	発電事業計画区域
	例）〇〇県〇〇市沖 又は ○○県○○地区沖（○○湾、○○海）

※市町村名以外を区域名に用いる場合、（　）等で該当市町村名を付記してください。

	２
	想定する事業計画規模・面積
	例）○○万kW（□□社（機種）〇〇kW×○基）、面積（△△㎢）
※位置情報が分かる地図を別紙として添付してください。

	３
	事業体制
	※SPC（特別目的会社）やコンソーシアムを設立している場合（予定を含む）は協力（構成）企業名も記載ください。

	４
	スケジュールの概要
	※現時点の想定スケジュールを、調査開始想定日、設計・着工想定日、運転開始想定日、融資契約想定日等を含め記載ください。


３．系統関連
	１
	接続契約にかかる
調整状況
	＜個別に接続検討を依頼している（一括検討プロセス等に参加していない）場合＞
　接続契約申込済、接続契約締結済といった状況が分かるよう記載ください。また、一般送配電事業者の受付日や付与された受付番号等、案件が特定できる情報についても記載ください。
＜一括検討プロセスに参加している場合＞

・参加しているプロセスの名称
・プロセスの進捗状況

※過去の募集プロセスに参加していた系統の場合には、優先系統連系希望者かどうか（東北北部募集プロセスの場合には暫定連携の希望の有無）を記載ください。

	本項の以下の項目は、接続契約申込以降の手続に到達している場合には、その情報を記載ください
（一括検討プロセスに参加している場合で、接続契約申込みに至っていない場合には、現時点で判明している情報について記載してください）

	２
	想定する発電設備の機種、定格出力及び基数
	例）○○万kW（□□社（機種）〇〇kW×○基）

	３
	受電電圧・連系点
	○○kV○○線No.○鉄塔 又は ○○変電所 等
※変電所に直接アクセス線を引く場合には変電所名を記載ください。

	４
	最大受電電力
	○○kW

	５
	ファーム型接続・ノンファーム型接続の別
	※該当する方を記載してください。また、ファーム型・ノンファーム型が混在する場合には、接続契約として一括での契約となっているかとともに、それぞれの受電電力を記載ください。

	６
	運用上の制約
	※一般送配電事業者からの接続検討回答書に記載されている「運用上の制約」の内容を記載ください。

	７
	アクセス設備の
運用開始可能日
	例）○○年○○月○○日

	８
	発電設備等の連系開始可能日（営業運転）
	例）○○年○○月○○日

	９
	工事費負担金契約の
締結の有無
	※有無の別を記載ください。
・有の場合は、既払／未払の別が分かるよう記載ください。
　・さらに、未払の場合は、支払期限が分かるよう記載ください。
　　（分割払の場合は都度の支払期限すべて）
※アクセス線の取扱いについて記載ください。
（全部又は一部について自営線方式を採る場合、その旨と概要）

	１０
	工事費負担金の総額
	※発電事業者の特定負担の総額を記載ください。
・一般負担上限額超過分の金額も含め、発電事業者が特定負担する総額を記載ください。
・一括検討プロセス参加に参加している場合で、再接続検討まで進んでいる場合、申告した負担可能上限額を記載ください。

	１１
	所要工期
	例）工事費負担金の入金後○年○カ月程度
※アクセス線のうち自営線がある場合は、自営線の所要工期も別に記載ください。

	１２
	再エネ海域利用法に基づき実施される占用公募に対して、自社が確保する系統の提供の意思や条件
	１）自社が確保する系統について、公募によって他の事業者が選定された場合は当該事業者に系統に係る契約を承継する条件で公募に参加する、すなわち確保する系統を公募に提供する意思がある場合には、提供意思を有する旨を記載ください。
※この意思表示が無い場合、当該区域で確保されている系統として取り扱いません。
２）承継に際して希望する条件がある場合には、併せてその内容を記載ください。
※公募における「系統に係る契約上の地位の承継条件」あるいは「当事者間で承継の要否やその条件を誠実に交渉するもの」として特記事項がある場合には記載をお願いします。内容を踏まえて、公募占用指針上での取扱いを検討します。


　※上記のうち３．～６．については公表対象の情報となります。ただし、３．受電電圧・連系点及び６．運用上の制約については、接続検討回答を行った一般送配電事業者と国が調整し、必要に応じて記載内容の修正や公表範囲の更なる限定を行ったうえで公表する場合があります。
４．調査関連
	１
	風況、海底地質等の調査の実施状況
	※風況や海底地質等に関して現地調査を実施又は計画している場合には、その調査時期や調査方法等について記載ください。
・風況調査については、風況観測マストやドップラーライダー等の観測機器の設置や観測実施時期等
・海底地質については、物理探査、音波探査、ボーリング調査（概略調査及び詳細調査）等の実施時期等
※都道府県からの岩礁破砕等の許可を得ている場合は、その許可取得年月日を併せて記載ください。

	２
	環境影響評価に係る手続の状況
	※配慮書や方法書等に関する手続に着手している場合、その実施状況について記載ください。


５．想定する基地港湾等
	１
	港湾名・埠頭名
	※）設置及び維持管理に利用を想定している基地となる港湾名及び埠頭名称を記載ください。

※）発電設備の設置、維持管理等の目的に応じて港湾を使い分ける場合は、港湾ごとに目的を付記してください。

	２
	想定する港湾の
利用期間
	※）１で回答いただいた港湾の利用期間を記載ください。


６．地域関連
	１
	地元関係者との接触状況
	※漁業者や地域住民等との接触状況（調整開始時期や現在の状況、説明会の実施状況）について記載ください。

	２
	関係地方公共団体との接触状況
	※関係する都道府県や市町村との接触状況について記載ください。
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